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１．はじめに
巨大新興市場として世界の注目を集めるインドではあるが，その一方で，
インフラストラクチャーの深刻な不足が，持続的経済成長の実現に向けた
喫緊の課題として指摘されて既に久しい。なかでも不安定な電力供給につ
いては，その改善が強く望まれており，1991年の経済自由化政策への転換
以降，州電力庁（State Electricity Boards: SEBs）の分割・公社化や，電
力規制委員会の設置，2003年電力法の施行など様々な形で電力部門の改革
が進められてきた。しかしながら電力部門を長年にわたり蝕み，改革の本
丸とされる電力事業体の経営問題に関しては，未だ解決にはほど遠く，州
電力庁の配電部門を引き継いだ事業体の大半が損失を計上し続けている。
こうした状況の最大の原因となっているのが，コストを大幅に下回る水
準で設定された農業用電力料金である。すなわち電力は，地下水灌漑に使
用する揚水ポンプのエネルギー源として，1960年代末に始まった高収量品
種の導入，いわゆる緑の革命に不可欠な灌漑の普及に寄与したと考えられ
る。その際，各州で導入された農業用電力料金の定額制（Flat rate tariff）
は，投入要素へのインプリシットな形での農業補助金として，緑の革命を
支えたと考えられる。ただしその一方で，電力消費量の拡大とともに補助
金額は肥大化し，多くの電力事業体の経営を事実上の破綻に追い込むこと
となった。かかる事態は転じてインフラ投資やメンテナンスへの支出を圧
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迫し，電力供給の不安定化に帰結したと考えられている。また近年では，
インド北西部，南部を中心に，地下水位の低下が深刻化しているが，こう
した料金体系ゆえに生じた過剰灌漑が原因となった可能性も指摘されてい
る。
かかる状況を受けて本研究は，インド農業と電力消費の長期的な関係を
分析することを通じて，農業発展における電力の役割，さらに電力補助金
の役割について検討する。念頭に置くのは，農業発展に電力が寄与してき
たことを明らかにできれば，電力の利用を支えたとされる電力補助金にも
また，一定の役割を確認できるとの認識である。分析にあたっては，イン
ドにおける緑の革命の中心地であり，かつ食管制度の要としてインドの食
糧政策上，重要な役割を担うパンジャーブ州に焦点をあてる。以下，第2節
では，インドにおける緑の革命における地下水灌漑と電力の役割について
概観する。第３節では，パンジャーブ州の電力・農業統計を用いて，共和
分検定とグレンジャー検定による分析を行い，電力と農業生産の長期的な
関係について検討する。第４節はむすびにあてられる。
２．インドにおける緑の革命と電力
2.1　緑の革命と菅井戸1）
インドにおける緑の革命は，二度の大干ばつによる深刻な食糧不足を経
た1960年代末に，パンジャーブ，ハリヤナおよびウッタル・プラデシュ西
部など北西部諸州において，小麦，続いてコメの高収量品種の導入がなさ
れる形ではじまった。独立後インドの農業政策は，農地改革や協同組合の
組織化など制度改革を重視する路線によって特徴づけられていたが，そう
した農政からの転換，すなわち60年代初頭より，新技術の導入をはじめと
1） 本節の議論は藤田（2002），杉本（2011）に依拠する。
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する新しい農業開発戦略が緑の革命に先立って採用されていた。図１はイ
ンドにおけるコメ・小麦の生産量の長期的趨勢を示したものである。ここ
からまず1960年代末頃より，小麦の生産量が飛躍的に伸びていることを確
認できるが，これは高収量のメキシコ矮性品種の急速な普及の結果である。
また，コメについては小麦よりやや遅れて，生産量の増加傾向を確認でき
るが，これは1970年代に北西部諸州で高収量品種の導入がなされ，1980年
代には東部インド稲作地帯にその波が到達したことを反映している。結果
として，少なくとも1970年代末までには食糧の自給を実現し，つづいて国
民の栄養水準を引き上げることに成功している。また穀物輸入が不要とな
ったことで，独立後インド経済を規定してきた，干ばつをきっかけとする
穀物輸入の急増と，それによる国際収支危機というパターンから解放され
ることとなった（絵所2014）。すなわち緑の革命は，飢餓からの解放とい
う点のみならず，マクロ経済の安定化においても大きな意味をもつ出来事
であったが，その実現にとくに重要な役割を果たしたのが，地下水灌漑の
普及である。すなわち，インドにおける緑の革命に必要な三要素として，
①高収量品種と化学肥料，②灌漑，③政府による農産物買い上げ制度，を
挙げられるが（杉本2011），革命の中心地となった北西部においては英領
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図1 作物生産量の推移
コメ 小麦 雑穀 マメ
出所：EPWRF India Time Series, Ministry of Agriculture and Farmers Welfare (2017)より作成
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出所：EPWRF India Time Series 提供のデータより作成
図１　作物生産量の推移
出所：EPWRF India Time Series, Ministry of Agriculture and Farmers Welfare (2017)より作成 
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インド時代に用水路灌漑が整備されていたことに加え，1960年代末より菅
井戸（Tube well）による地下水灌漑が急速に広がったことが，高収量品種
の普及にとくに寄与したと考えられている。図２は方式別に灌漑面積の長
期的な傾向を示したものであるが，ここから1960年代末より急速に菅井戸
による灌漑面積が拡大し，1990年代末にはそれまで主流であった用水路灌
漑の面積を上回る水準に達していることを確認できる。こうした急速な菅
井戸の普及について藤田（2002）は，『個々の農民レベルでの自由な灌漑
を可能にし，雨期のみの「気まぐれ」な通水であった政府用水路灌漑の制
約を突破する重要な役割をはたした』と指摘し，緑の革命における役割を
強調している2）。
2.2　農業発展と電力
菅井戸の動力は，普及が始まった当初はディーゼルが主流であったが，
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出所：EPWRF India Time Series 提供のデータより作成
2） Shah （2009）は，地下水灌漑の普及の効果として，①耕作地の拡大，②産出量の増大とそれ
にともなう農業労働需要の増加・農業労働賃金上昇，③作付けパターンの変化を通じた農家
所得の向上，④水市場の発達と水利料の低下，といったチャンネルを通じて，農村部の貧困
を直接的に緩和する効果があったこと，加えて，乾燥地における社会的緊張の緩和や，カー
ストおよび長年の権力関係に由来する不平等の縮小など，社会構造の変化をもたらしたこと，
を指摘している。
図２　灌漑面積の推移
出所：EPWRF India Time Seriesより作成 
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電化された農村においては，徐々に電動ポンプの導入が進むことになった。
パンジャーブ州では，1980年代にディーゼルとポンプのシェアが逆転し，
90年代には電動ポンプを備えた菅井戸のシェアは８割に達している3）。図
３は1970年代以降のインド全国における電動ポンプ数を消費電力量とと
もに示したものであるが，ここで1990年代末に電力消費量が大きく減少し
ているものの4），基本的なトレンドとして，電動ポンプの順調な普及と，
それにともなう農業用電力消費量の増加を確認することができる。したが
って同時期以降，電力は農業における重要なインプットとなったといえる
が，その背景として留意すべきは，農業用電力について定額制料金（Flat-
rate tariff）の導入が進んだことである。従来，多くの州の料金体系におい
て農業用電力は，工業用，家庭用よりもむしろ割高に設定されていたが，
パンジャーブ州で1968年に定額制料金が導入されたことを皮切りに，ウッ
タル・プラデシュ（1974年），ハリヤナ（1978年），マハラシュトラ（1978
年），ラジャスタン（1979年）など各州がそれに続いた5）。広大な農村部に
おいて，担当職員の不正を防ぎつつ，電力の使用料を計測し料金を徴収す
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図3 農業用電力消費量と電動ポンプ
電動ポンプ台数（右軸） 農業用電力消費量
GWh 100万台
出所：図2に同じ。
インドにおける農業発展と電力
3） Government of Punjab （2015）参照。
4） 第３節で検討する。
5） Central Electricity Authority （1985）参照。
図３　農業用電力消費量と電動ポンプ
出所：図２に同じ。
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るコストが，割に合わない状況となっていたことが背景にある6）。その結
果，州によっては無料化すらされるなど，コストを下回る価格での電力の
利用が可能となり，農民はインプリシットな形での補助金を受けることと
なった。すなわち，定額制という形をとった電力補助金の導入が電動ポン
プの使用コストを引き下げ，1970年代以降の電力消費量の拡大を後押しし
たといえるだろう。したがって農業用電力補助金もまた，菅井戸による地
下水灌漑の普及を促したという点で，インドにおける緑の革命のプロセス
において，一定の役割を果たしたと考えられる。
ただし，農業における電力利用は，必ずしも全ての州で同様の状況にあ
るわけでは無い。図４は各州における灌漑面積1ヘクタールあたりでみた，
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電動ポンプ台数（右軸） 農業用電力消費量
GWh 100万台
出所：図2に同じ。
6） 1970年代初頭のウッタル・プラデシュ農村部では40%にすら及んだとされる（Shah2001, 
Shah et al. 2004）。
図４　各州における農業用電力の年間消費量（2010年）
出所：EPWRF India Time SeriesおよびMinistry of Agriculture and Farmers Welfare (2015)より作成 
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農 業 用 電 力 の 年 間 消 費 量 を 示 す も の で あ る が， マ ハ ラ シ ュ ト ラ
（5133kWh），タミル・ナードゥ（4338kWh)，カルナータカ（3884kWh），
アンドラ･プラデシュ（3734kWh）など南部諸州の消費量が多く，グジャ
ラート（3150kWh），ハリヤナ（2873kWh），パンジャーブ（2446kWh），
ラジャスタン（1987kWh）など，西部・北西部諸州がそれに続いているこ
とがわかる。一方，西ベンガル（610kWh），ビハール（128kWh）やオデ
ィシャ（137kWh）などの消費量は低水準にとどまっている。この点に関
連して図５は，各州における地下水灌漑用ポンプ数を動力別に示したもの
であるが，ここから菅井戸と電力の利用状況が州によって様々であること
がわかる。すなわち，ビハールではインド諸州のなかで最も多くの地下水
灌漑用ポンプが存在しているが，そのほとんどがディーゼルを動力として
いる一方，パンジャーブにおいては菅井戸の利用率が極めて高く，かつそ
の９割の動力源は電力である。Shah （2009）は農業用エネルギーの利用状
況に応じてインド亜大陸各地域を，①料金政策により，ディーゼル使用を
促した地域，②電化の遅れなどにより結果としてディーゼルに依存してい
る地域，③電力補助金給付地域，とに分類し，電力政策のひとつの結果と
して地域間に生じた差異を説明している。図６は，インド国内における農
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出所：Ministry of Agriculture and Farmers Welfare(2015)より作成 万台
インドにおける農業発展と電力
図５　灌漑用ポンプの分布（2010年）
出所：Ministry of Agriculture and Farmers Welfare (2015)より作成 
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業用電力消費量の州別内訳を示すが，同図より上位10州のみで，インド全
体の95%程度を占めていることを確認できる。すなわちとくにこうした州
において，電力部門が農業発展と密接な関係にあるといえる7）。
2.3　電力事業体の経営問題8）
電力が農業生産における重要な投入要素となり，かつ料金の定額制が導
入されたことで浮上してきたのが，電力事業体の経営問題である。すなわ
ち農業部門での電力消費の拡大は，そのまま電力補助金の増大をもたらす
ことから，1980年代になると，州電力庁の経営問題が各地で顕在化するこ
ととなった。図７は電力事業体の営業損失の推移を，財政赤字（Gross Fiscal 
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出所：Ministry of Agriculture and Farmers Welfare(2015)より作成 万台
7） インド農業と地下水灌漑，エネルギーの関係に関する包括的な研究としてShah et al. （2004）， 
Shah （2009）がある。
8） 電力事業の経営問題や電力改革については Battahcharyya （2005）, Planning Commission 
（2013）の他，拙稿（2014）, （2016）を参照のこと。
図６　インドにおける農業用電力消費の州別シェア（2010年）
出所：図２に同じ
※「その他」にはここにあげられていない全ての州・連邦直轄地域を含む。
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Deficit）に占めるシェアと，農業部門への電力供給に起因する損失ととも
に示したものである。ここから農業部門で巨額の損失が生じ続けているこ
と，そうした損失は他部門からあがる利益により相殺されるもののそれは
一部に留まっていること9），営業損失額は財政赤字の10%を超える水準にま
で達していること，を確認できるだろう。かかる電力事業における赤字問
題は，より本質的には，公営企業が直面するいわゆるソフト･バジェット問
題を背景としている。すなわち，州の一部局として，最終的には州財政か
ら損失の補填がなされるゆえに，コストに見合う合理的な経営を行うイン
センティブは元来乏しく，盗電や料金の未払い，大規模な送配電損失など
の問題が放置される傾向にあった。電力補助金問題は公営企業としての州
電力庁が内包する構造的問題を，助長するものであったといえる。
電力事業体の事実上の経営破綻による弊害としてまず指摘すべきは，設
備投資やメンテナンスへの支出が十分になされず，電力供給の不安定化に
帰結したことであろう。設備の劣化は，発電効率の低下や，送配電損失と
いった問題に拍車をかけることで，経営を圧迫するという悪循環をもたら
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インドにおける農業発展と電力
9） 製造業向け電力料金を割高に設定し，農業部門で生じる損失の回復をはかる料金体系となっ
ている。
図７　州電力事業体の営業損失
出所：Planning Commission (1992),(2002),(2013), Power Finace Corporation (2008)より作成 
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してきた。また消費者たる農民は，定額制料金のもとで電力消費を抑制す
るインセンティブを持たないことから，希少な資源を浪費してきた可能性
も指摘されている。近年，パンジャーブ，ハリヤナ，ラジャスタン，タミ
ル・ナードゥなどの諸州において，地下水位の低下が深刻化しているが，
「歪んだ」料金体系のもとでの過剰灌漑が原因のひとつとして指摘されてい
る。加えて，電力料金が州議会選挙における農民票獲得のひとつの手段と
なり10），かつ電力補助金が農民の既得権益として定着，料金の引き上げが
困難な状況となったことが，事態の悪化に拍車をかけたことも，指摘して
おく必要があるだろう。
したがって1990年代以降進められてきた電力改革のプロセスにおいて，
料金体系の合理化は主要課題とされているが，政治的な困難と相俟ってそ
の実現は難しく，今なお配電部門を中心に巨額の赤字が生じ続けている。
すなわち，農業用電力補助金は緑の革命を支えたと考えられる一方で，今
なお解消が困難な負の遺産をもたらしたといえるだろう。
３．農業生産と電力消費－共和分・グレンジャー因果性の分析
3.1　分析の枠組み
前節までの議論を受けて，本節ではパンジャーブ州を対象に，農業生産
と電力消費の長期的な関係の分析を行う。ここで念頭に置くのは，もし電
力消費が農業生産に寄与してきたことを明らかにすることができれば，農
業用電力補助金に関しても，負の側面があるとはいえ一定の役割を確認で
きるとの認識である。電力をはじめとするエネルギーと産出高の関係に注
目した分析は，エネルギー経済学や環境経済学のコンテキストにおいて，
10） Dubash and Rajan （2001）は，電力料金の「政治化」のルーツは1978年のアンドラ・プラデ
シュ州議会選挙にあると指摘している。
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既に十分な蓄積がある11）。本研究は先行研究で用いられた分析手法を整理
し，体系的に分析プロセスを提示したChontanawat et al. （2008）に基づき，
以下の手続きに従う。すなわち，①消費電力量と農業生産量の変数を全て
対数化した上で，単位根の有無を検定，②両変数がともに階差定常I(1)とな
る場合，２変数の共和分関係の有無を検定，③もし共和分関係がある場合，
ベクトル誤差修正モデル（Vector Error Correction Model）を適用したう
えでグレンジャー因果性の分析を行う12）。これにより，二変数間の長期的
な関係の有無と，因果関係の方向を明らかにする。
3.2　データについて
分析の対象となる，農業生産の変数としては，食糧穀類（Food grain）
を採用する13）。図８はパンジャーブ州の食糧穀類の生産量を農業用電力消
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インドにおける農業発展と電力
11） Payne （2010）はエネルギー消費とGDP成長率の関係について，世界74カ国を対象とした先
行研究における分析結果を整理している。インドの電力消費とGDP成長率の関係を分析し
た研究としては，Murry and Nan (1996), Gosh (2002), Chen et al. (2007) などがある。
12） より厳密には，Chontanawat et al. (2008)は共和分関係が無い場合においてもVARモデルを
適用した上でグレンジャー因果性の分析を行っている。
13） コメ，小麦，メイズ，ソルガム，トウジンビエ，シコクビエ，大麦，ヒヨコマメ，キマメな
ど1 作物を含む。ただしパンジャーブにおいてはコメ，小麦で９割を占める。コメ，小麦
等作物別の統計については，単位根検定の結果が不安定であったため本分析では使用してい
ない。
図８　パンジャーブ州における農業用電力消費量と食糧穀類生産量
出所：図２に同じ。
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費量とともに示したものであるが，ここから食糧穀類の生産量，農業用電
力消費量がともに増加傾向にあることを確認できる。ただし後者について
は，先に図３より1990年代末に大きく減少する傾向が全国的にあることを
指摘したが，パンジャーブにおいても同様の傾向がみられるため，若干の
注意が必要となる。すなわち1990年代末の農業用電力消費量の急落は，電
力改革が本格化するなか，従来過大に報告されてきた消費量が，より正確
に報告されるようになったことを反映している可能性である。無論，料金
体系の適正化を重要な目的とした電力規制委員会の設置や，それにともな
う料金体系の見直し，メーター設置の推進といった地道な努力が，拡大を
続けてきた農業用電力消費に一定の歯止めをかけたことも考えられる。た
だしその一方で，①州電力庁は農業用電力を供給することで発生する損失
に対し，基本的には州政府からの財政補填を得られることから，その消費
量を過大に報告するインセンティブを有していたこと，②したがって本来，
技術的要因，あるいは盗電などの不正行為の結果として生じた送配電損失
の一部が，長年にわたり農業用電力消費に含まれてきた可能性が高いこと
（Shah 2001, Shah et al. 2004），こうした点に配慮する必要がある。実際の
ところ，農業用電力消費が大きなシェアを占める州の多くで，定額制の導
入後に送配電損失率が徐々に低下する一方，電力改革が本格化した90年代
末に一転して急上昇する傾向を指摘できる14）。この点について，そうした
傾向がもっとも顕著なマハラシュトラの事例とあわせながら，パンジャー
ブの状況を確認したい。図９，10はそれぞれマハラシュトラとパンジャー
ブにおける農業用電力消費量，送配電損失電力量，送配電損失率を示して
いる。マハラシュトラ州で定額制料金が導入されたのは，1978年のことで
あるが，その後，送配電損失率は1978年の18.32%から1985年の15.46%ま
で低下している。つづく1990年代後半にかけては16%から18％台で推移し
ていたが，1999年に29.2%まで急激に上昇している。同年の農業用消費電
14） ここで検討する２州の他に，アンドラ･プラデシュ，ラジャスタン，ウッタル・プラデシュ，
カルナータカ，マディヤ・プラデシュなどにおいてとくに顕著にみられる。
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力量は前年比でマイナス35%と急減，送配電損失電力量はプラス77%と急
増している。同様の傾向はパンジャーブ州においてもみられ，定額制導入
後３年ほどたった1972年に送配電損失率は低下に転じ，その後は18%台で
推移していたものの，2000年に26.58%へ急上昇している。このとき農業用
電力消費量は前年比33%の減少を，送配電損失電力量は49%の増加を，そ
れぞれみせている。また，両州に共通する興味深い点は，農業用電力消費
量と送配電損失電力量は大きく変動してはいるものの，それらの和は，な
だらかなトレンドでの増加傾向を維持していることである。すなわち90年
代末の農業用電力消費と送配電損失の大きな変化がほぼ相殺されている。
したがってデータより観察されるこうした点と，①両州において急激な変
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図12 パンジャーブ州における農業用電力消費量（原系列・修正系列）と食糧穀類生産量の成長率
インドにおける農業発展と電力
図９　マハラシュトラ州における農業用電力消費
図10　パンジャーブ州における農業用電力消費量と送配電損失電力量
出所：図２に同じ。
出所：図２に同じ。
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化が生じた年度の農業生産高はほぼ前年並であり，干ばつが電力消費量に
影響を与えた可能性は低いこと，②送配電損失率は長期的には変動すると
はいえ一定の慣性が働き，急激な上昇は考えにくいこと，を考え合わせる
とき，電力改革が本格化するなかで15），送配電損失や消費電力量の把握が
求められ，正確に報告されるようになったことが，1990年代末の農業用電
力消費量の急減と送配電損失電力量の急増をもたらした可能性が高いとい
える。
電力統計のこうした問題を受けて，本研究では以下の形で対応を試みる。
第一に，分析に先立ち，過大評価された可能性のある農業用電力消費量の
修正を試みた上で，それをあわせて使用する。修正の手がかりとしたのは，
定額料金の導入後に下落に転じる以前の送配電損失率と，90年代末の急上
昇後のその値である。すなわち送配電損失率が急変動することなく，定額
制導入前から電力改革期まで，一定のトレンドを持って変化したものと想
定し，推計を行った。図11はパンジャーブを対象にこうした調整を行った
結果である16）。1990年代末の急落直前の数年は，毎年5割弱ほど過大評価さ
れていた計算となる。また図12は農業用電力消費の修正系列の成長率を，
原系列と食糧穀類生産量の成長率とともにしたものであるが，過大評価さ
れていたと考えられる時期の農業用電力消費量の成長率に，若干の差異が
生じていることを確認できる。第二に，分析期間は電力統計の利用可能な
1967年から1999年までとする。2000年以降のデータには上述の通り構造変
化が生じている可能性が高いことから，ここでは用いない。パンジャーブ
農業が緑の革命を迎える時期が分析対象となることも考慮すれば，妥当な
期間であると判断する。
15） マハラシュトラ，パンジャーブともに1999年に電力規制委員会が設置されている。
16） 具体的な手順としては，①1968年の定額制導入後，送配電損失率が低下傾向に転じる前年
にあたる1971年の値を基準として，それが急上昇する2001年まで，送配電損失率が定率で
変化したとの想定のもと送配電損失率を推計，②送配電損失率の推計値と実際に報告された
値との差を，利用可能電力量に乗じることで，送配電損失電力量の過小評価分を導出，③送
配電損失電力量の過小評価分はすなわち農業用電力消費量の過大評価分であるとみなし，農
業用電力消費量から前者を差し引き，農業用電力消費量の修正系列とした。
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3.3　分析結果
表１は分析に用いる各変数の対数値について，DF-GLS検定，ADF検定，
Phillips-Perron検定により，単位根検定を行った結果である。５%の有意水
準でいずれの変数も，レベル変数において単位根をもつという帰無仮説を
棄却できず，階差変数において棄却する結果となっていることから，すべ
て I (1) 変数であるとみなした上で，分析を進める。
表２は，農業用電力消費量の原系列または修正系列と，食糧穀類生産量
の２変数間の共和分関係の有無を，ヨハンセンの共和分検定により分析し
5 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
5
10
15
20
25
30
0
5000
10000
15000
20000
25000
19
67
19
69
19
71
19
73
19
75
19
77
19
79
19
81
19
83
19
85
19
87
19
89
19
91
19
93
19
95
19
97
19
99
20
01
20
03
20
05
20
07
20
09
図10  パンジャーブ州における農業用電力消費量と送配電損失電力量
送配電損失 農業用電力消費（原系列） 送配電損失率
出所：図2に同じ。
GWh %
0
2000
4000
6000
8000
10000
12000
19
67
19
69
19
71
19
73
19
75
19
77
19
79
19
81
19
83
19
85
19
87
19
89
19
91
19
93
19
95
19
97
19
99
20
01
20
03
20
05
20
07
20
09
図11  パンジャーブ州における農業用電力消費量の修正
出所：EPWRF India Time Series 提供のデータを用いて推計。
GWh
過大に報告されたとみられる消費量
‐40
‐20
0
20
40
60
80
100
19
68
19
70
19
72
19
74
19
76
19
78
19
80
19
82
19
84
19
86
19
88
19
90
19
92
19
94
19
96
19
98
20
00
20
02
20
04
20
06
20
08
20
10
農業用電力消費（原系列） 農業用電力消費（修正系列） 食糧穀類
%
出所：図10に同じ。
図12 パンジャーブ州における農業用電力消費量（原系列・修正系列）と食糧穀類生産量の成長率
5 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
5
10
15
20
25
30
0
5000
10000
15000
20000
25000
19
67
19
69
19
71
19
73
19
75
19
77
19
79
19
81
19
83
19
85
19
87
19
89
19
91
19
93
19
95
19
97
19
99
20
01
20
03
20
05
20
07
20
09
図10  パンジャーブ州における農業用電力消費量と送配電損失電力量
送配電損失 農業用電力消費（原系列） 送配電損失率
出所：図2に同じ。
GWh %
0
2000
4000
6000
8000
10000
12000
19
67
19
69
19
71
19
73
19
75
19
77
19
79
19
81
19
83
19
85
19
87
19
89
19
91
19
93
19
95
19
97
19
99
20
01
20
03
20
05
20
07
20
09
図11  パンジャーブ州における農業用電力消費量の修正
出所：EPWRF India Time Series 提供のデータを用いて推計。
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図12 パンジャーブ州における農業用電力消費量（原系列・修正系列）と食糧穀類生産量の成長率
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図11　パンジャーブ州における農業用電力消費量の修正
図12　パンジャーブ州における農業用電力消費量（原系列・修正系列）と食糧穀
類生産量の成長率の修正
出所：EPWRF India Time Series 提供のデータを用いて推計。
出所：図10に同じ。
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た結果である。検定結果より，農業用電力消費量の原系列，修正系列いず
れを用いた場合でも，トレース検定と最大固有値検定の両方において，２
変数間に共和分関係が存在しない（r=0）との帰無仮説が１%水準で棄却
されていることを確認できる。したがって２変数間に共和分関係が存在す
表１　単位根検定
DF-GLS ADF Phillips-Perron
統計量 ラグ 統計量 ラグ 統計量 バンド幅
レベル変数
　農業用電力消費量（原系列） -1.854 0 -3.327 0 -3.190 1
　農業用電力消費量（修正系列） -2.077 0 -2.875 0 -3.187 2
　食糧穀物 -1.344 1 -1.662 1 -1.952 5
階差変数
　△農業用電力消費量（原系列） 0.884 8 -4.324*** 0 -5.015*** 1
　△農業用電力消費量（修正系列） -3.033*** 1 -4.470*** 0 -5.258*** 1
　△食糧穀物 -2.445** 1 -7.900*** 0 -8.426*** 3
（注）***は１％で**は５％で単位根があるとの帰無仮設を棄却することを示す。レベル変数の推
定には定数項とタイムトレンド，階差変数には定数項のみ含めた。DF-GLS検定とADF検定につ
いて，ラグの選択はAICに，Phillips-Perron検定のバンド幅はNewy-West推定量に，それぞれ基
づく。
表２　ヨハンセンの共和分検定
共和分の数 r=0 r=1
【農業用電力消費量（原系列）・食糧穀物】
　　トレース検定 24.53*** 2.92
　　最大固有値検定 21.61*** 2.92
【農業用電力消費量（修正系列）・食糧穀物】
　　トレース検定 24.93*** 1.71
　　最大固有値検定 23.21*** 1.71
（注）ラグ次数はいずれも１である。***は１％水準で，**は５％の有意水準で
それぞれ帰無仮説を棄却する。共和分ベクトルとVARに定数項を含む。
表３　グレンジャーの因果性検定
帰無仮説 統計量
　△農業用電力消費量（原系列）⁄⇒△食糧穀物 0.202
　△食糧穀物 ⁄⇒△農業用電力消費量（原系列） 2.166
　△農業用電力消費量（修正系列）⁄⇒△食糧穀物 1.695
　△食糧穀物 ⁄⇒△農業用電力消費量（修正系列） 5.467**
（注）***は１％水準で，**は５％の有意水準でそれぞれ帰無仮説を棄
却する。いずれもラグ２次数は１，共和分関係に配慮して誤差修正モ
デルを適用している。
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ると考えられる。この結果を受けて表３は，２変数間の関係の方向を検討
するべく，ベクトル誤差修正モデルを適用したうえでグレンジャー因果性
検定を行った結果である。ここから，2変数間にグレンジャーの意味での因
果性が認められたのは，食糧穀類生産量から農業用電力消費量（修正系列）
への方向のみであり，５％の有意水準で帰無仮説が棄却されている。一方，
農業用電力消費量から食糧穀類生産量へのグレンジャーの意味での因果性
は，原系列・修正系列いずれを用いた場合においても，帰無仮説を棄却で
きず，よって確認されなかった。
すなわち本研究の分析においては，食糧穀類生産量の増加が農業用電力
消費量の増加をもたらしてきたことが示唆される一方，農業用電力消費量
による食糧穀類生産量への貢献については，確認できなかったといえる。
かかる結果の含意として，以下の二点を指摘しておきたい。ひとつは，電
力が浪費されてきた可能性である。すなわち，高収量品種の普及によって，
さらなる電力が必要とされたが，一方で，定額制料金のもとで電力が浪費
されてきたために，必ずしも消費量の拡大が農業生産に結びついてこなか
ったといえるだろう。したがって本稿が問題とする農業用電力補助金の役
割に関してこの分析結果は，パンジャーブ州における農業発展への貢献を
直接否定するものではないものの，電力の浪費を助長した可能性を示唆す
るものといえる。ふたつには，地下水位の低下が及ぼす影響である。すな
わち，パンジャーブ州では地下水位の低下スピードの加速傾向が指摘され
ているが17），それは同時に，揚水に必要なエネルギーが増大すること，す
なわち農作物一単位あたりの生産に必要な電力量が増加し続けてきたこと
を意味する。かかる状況が農業用電力消費量から食糧穀類生産量へのグレ
ンジャーの意味での因果性が検出されないという分析結果の背景にある可
能性は否定できない。
インドにおける農業発展と電力
17） 地下水位の低下スピードは年間18cm（1982-87年）から42cm（1997-2002年），75cm（2002-
06年）と，徐々に深刻化しているとされる（Pandey 2014）。
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4．むすびにかえて
以上，本稿の問題意識は，インド農業と電力消費の長期的な関係を分析
することを通じて，農業発展における電力補助金の役割を検討することに
あった。過小評価されてきた可能性の高い農業用電力消費量のデータを修
正した上で行った，共和分関係，グレンジャー因果性の分析結果は，食糧
穀類生産量の増加が農業用電力消費量の増加をもたらしてきたことを示唆
する一方，農業用電力による生産量への貢献については，確認できなかっ
た。かかる結果は，農業用電力の果たした役割を否定するものではないが，
一方で，定額制の下，農業部門で電力が過剰に消費されてきた可能性を示
唆している。農業用電力補助金については，これまでその功罪両面が指摘
されているものの，必ずしも定量的な分析が十分になされてきたわけでは
ない。したがって間接的な形ではあるが，その評価にあたってひとつの材
料を提供する本研究に，一定の意義を見出すことができる。
他方，いくつかの課題も残されている。ひとつは，本研究は２変数の関
係のみを分析対象としており，地下水位あるいは揚水に必要なエネルギー
を変数に含めるなど，モデルを拡張する必要があろう。また農業生産高の
変数として，食糧穀類のみならず，コメや小麦など，作物別のデータを用
いることも検討するべきである。こうした点に配慮しつつ，パンジャーブ
のみならず他州をも分析対象に含めた，拡張と精緻化が必要であることに
言及し，本稿の結びにかえたい。
※本研究は文部科学省科学研究費補助金・基盤研究C「インド電力セクタ
ー改革の政治経済学的分析」（代表:福味敦・研究課題番号26380319）の成
果の一部である。またデータの一部についてはKamal Vatta氏（パンジャー
ブ農業大学）より提供を受けた。ここに記し感謝の意を表したい。
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Electricity Consumption and Agricultural
Development in India
Atsushi FUKUMI
《Abstract》
Electricity arguably plays a crucial role in agricultural development in 
India, although the heavily subsidized electricity consumption has led to 
serious financial problems at the state power utilities as well as a decline in 
groundwater levels because of over-pumping. To investigate the role of 
agricultural power consumption as well as the role of the power subsidies, 
this paper empirically analyzes the long-term relationship between 
agricultural output and electricity consumption in India. The results of the 
Johansen test, using time series data from 1967 to 1999 in Punjab, suggest 
that there exists a co-integration relationship between the production of 
foodgrain and agricultural electricity consumption. However, Granger 
causality from electricity consumption to foodgrain production is not found 
although opposite causality is found, which implies that electricity and 
subsidies have been used in a wasteful manner in agricultural development 
in Punjab. 
